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指標 単位 

基準値 目標値 

2018年度 

(平成30年度) 

2025年度 

(令和7年度) 

2030年度 

(令和12年度) 

耐震性が確保された住宅の割合 ★ ％ ８３．０ ９７．０ ９９．０ 

密集市街地の狭
きょう

あい道路の拡幅整備延長 ★ ｍ 708 1,142 1,246 

ため池ハザードマップの作成数 ★ 箇所 14 20 22 

雨水ポンプ場の耐震施設  ★ 箇所 2 5 5 

赤穂市防災情報ネット（ひょうご防災ネット）登録数  ★ 人 5,895 8,000 9,500 

個別支援計画作成数  ★ 件 
58 

(2019年度) 
(令和元年度) 

108 158 

 
 
 

 

赤穂市強靭
きょうじん

化計画 赤穂市地域防災計画 

赤穂市国民保護計画 赤穂市地域福祉計画 

赤穂市耐震改修促進計画 赤穂市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画 

赤穂市災害時受援計画 赤穂市下水道総合地震対策計画 

下水道ストックマネジメント計画 

 

 

２ 強靭
きょうじん

な市街地の整備促進 

◇耐震性のない住宅に対する意識啓発活動の実施 

◇住宅の簡易耐震診断の推進 

◇耐震改修工事費等補助金の交付 

◇密集市街地の狭
きょう

あい道路の拡幅整備 

３ 治山・治水事業の推進 

◇ため池の適正な維持管理および講習会の開催 

◇排水機場の計画的な改築・施設更新による適切な維持管理 

◇頭首工・樋門等の農業用施設の定期的な点検による適切な維持管理 

◇県と連携した治山事業や荒廃林整備の推進 

◇県・市・警察・消防・地元自治会等の関係者による防災パトロールの実施 

４ 
地域防災力の向上および防災体

制の充実 

◇実際の災害を想定した防災訓練や情報伝達訓練の実施 

◇自主防災組織の育成強化および地域防災リーダーの養成 

◇赤穂市防災情報ネット（ひょうご防災ネット）、赤穂市公式LINE等の活用

による情報発信 

◇避難行動要支援者情報の把握 

◇自主防災組織等による個別支援計画の作成促進 

◇防災情報の提供体制の整備・充実 

◇防災備蓄品の確保・充実 

◇業務継続※１・受援体制※２の整備 

関連個別計画 

目標指標 

※1業務継続…大規模災害の発生により、市役所機能が低下する中にあっても、市民生活への影響を最小限とするよう、災害対応業務のほか、必要な行政サ
ービスを可能な限り維持していくこと。 

※２受援体制…大規模災害発生時、市の業務継続計画で定めた非常時優先業務を実施するにあたり、外部からの応援や支援が必要な場合に、応援要請や円滑
な受け入れを行うための体制のこと。 
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安心  誰もが健やかに暮らせる安心と安全のまちづくり 

（3）安全な暮らしを実現する強靭
きょうじん

な都市基盤の整備 

⑧災害に強い安全で強靭
きょうじん

なまちをつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが安心して暮らせるように、風水害、地震などの自然災害から市民の生命と財産、生活を

守るため、国・県との連携により、海岸・河川などの施設整備や密集市街地の狭
きょう

あい道路の拡幅

整備等の環境整備を図るとともに、住宅の耐震化を促進します。 

また、市民の防災意識や地域防災力・減災力の向上を含めた防災体制の確立を図るため、赤穂

市地域防災計画およびハザードマップ※１等を適時適切に見直し、マイ避難カードの作成や近年の

災害事例を教訓とした防災意識の高揚や避難行動要支援者※２に対する支援体制の充実を図り、

市民が地域で取り組む実情に応じた防災づくりを支援します。 

 

 
 

     

項目 主要な取組 

１ 防災インフラの整備促進 

◇海岸防波堤（海岸保全施設）の定期点検（5年ごと）および計画的な維持管理 

◇県と連携した防潮設備等の整備促進 

◇県と連携した河川未整備区間の早期完成および河道内樹木伐採と

堆積土砂除去による流下能力の確保 

◇災害予測される箇所の把握と事前防止対策の実施 

◇雨水排水施設の計画的な更新と耐震化の推進 

施策の方針 

◆南海トラフ地震や山崎断層帯地震などによる災害に備えた海岸・河川の施設整備が必要です。 

◆市内の住宅の耐震化率は全国平均に比べて低い水準となっているため、住宅の耐震化を計

画的に進めることが一層必要となっています。 

◆密集市街地の防災力の向上に向けた都市基盤の整備が求められています。 

◆従来の経験やデータが通用しない予想を超える台風や豪雨による風水害・土砂災害が増加し

ており、減災力の向上のための環境整備が求められています。 

◆農業従事者の減少および高齢化による、ため池等の管理体制の弱体化への適切な対応が求

められています。 

◆災害の多様化、大規模化により、公助だけではなく積極的な自助共助が求められています。 

◆山地災害に関する知識や防災意識の向上に向けた普及啓発が求められています。 

◆ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯などの災害弱者への支援体制の充実を図ることが必要です。 

◆災害発生時に円滑な対応がとれるように、関係機関との十分な連携・協力体制の構築が求め

られています。 

 

現状と課題 

施策の展開 

※１ハザードマップ……自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路などの防災関係施設の位置などを表
示した地図のこと。 

※※２避難行動要支援者…要配慮者（高齢者、障がいのある人、乳幼児、その他の特に配慮を要する人）のうち、災害が発生し、または災害が発生する恐れが
ある場合に自ら避難することが困難な人であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人のこと。 




